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自己紹介 井上 博成（いのうえ ひろなり）

平成元年（1989年）生まれ。高山市出身。東日本大震災をきっかけに地域の新しい価値を感じ、出身地である高山市
と京都大学との間で2014年～自然エネルギーに関する研究開始をきっかけに飛騨高山へ戻るようになる。
2017年～高山市自然エネルギーを通じたまちづくり検討委員会委員。京都大学大学院経済学研究科博士課程に在籍
（2020年現在）。主な研究領域としては自然資本（特に自然エネルギー）と地域金融。

当時の担当教官（現在は諸富徹先生）であった植田和弘先生、また池上惇先生らから理論と実践・対話がループするこ
との重要性を学び、自ら理論（学問）と実践（事業）の往復の日々を過ごす。地域には多様な資本があることに気づき、
特に自然資本に着目し取り組んでいる。自然エネルギー（特に木質バイオマス、小水力）を研究⇔実践する中で、小水力
では、飛騨高山小水力発電㈱を設立（2015年）し、その他各地に法人を設立しつつ、全国各地で小水力の事業化を行
うようになる。また木質バイオマスエネルギーを研究・実践する中でエネルギー利用のみならず、木材そのものの利用に
高い関心を持ち、飛騨五木株式会社（2015年）の立ち上げを行う。また研究テーマでもある地域金融への事業化に高
い関心を持っていたことから実家のグループ内で、管理型信託会社であるすみれ地域信託㈱（2016年）の設立に関与
する。

現在は、もっぱらかねてからの夢である、2024年4月の開校を目指して【飛騨高山大学（仮称）】の設立準備を進めて
いる。一般社団法人 飛驒高山大学設立基金 代表理事。

●主な研究内容
【学会誌への投稿論文】
①「電力自由化の下での地域分散型電力システム-ドイツにおける再生可能エネルギー
と配電網の自治体による再公有化を中心に-」中山琢夫・山東晃大・井上博成・諸富徹
『財政と公共政策』第36巻第1巻 119-128頁（2014）
②「自然資本と生態系への投資を促す債権の可能性」井上博成・山口臨太郎『環境経
済・政策研究』Vol.9No.2 pp.12-19（2016）
③「日本における小水力発電の普及に係る障壁と課題―事業主体の視点から」井上博
成・Alexander KEELEY『日本エネルギー学会』Vol.97 pp.245-251（2018）

【企画出版】
①諸富徹監修/若手再エネ実践者研究会編著（2015）『エネルギーの世界を変える。2
2人の仕事～事業・政策・研究の先駆者たち』学芸出版社 発刊
②諸富徹(2019)『入門 地域付加価値分析』発刊 第7章執筆
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ごみ処理施設におけるエネルギー利用の検討可能性について

テーマ１：発電した電気の連系可能性について

①電力系統とは？ ②送変電設備の有効利用

③ファーム型とノンファーム型接続とは？

④現状の状況－ノンファーム型接続について

テーマ２：発電と発熱の利用検討可能性

①接続ができない場合の発電電力の活用方法（自営線での活用）

②発熱の利用検討方法
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テーマ１：発電した電気の連系可能性について



電力系統とは？
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テーマ１

電力広域的運営推進機関（2020年12月25日作成）
系統の接続・利用・増強のルール P41より引用



送変電設備の有効利用
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テーマ１

電力広域的運営推進機関（2020年12月25日作成）
系統の接続・利用・増強のルール P4３より引用

飛騨エリア管内は高圧接続時に、
多額かつ長期的な時間がかかる
想定（2021年4月現在。）



ファーム型とノンファーム型接続とは？
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テーマ１

電力広域的運営推進機関（2020年12月25日作成）
系統の接続・利用・増強のルール P５より引用



現状の状況－ノンファーム型接続について－
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テーマ１

●以下、中部電力のHPより引用
2021年1月13日分

→2021年1月13日時点で 『当社エリアにてノンファーム型接続の適用系統はございません』とのお知らせ有。

それ以降、本件に関するお知らせは無し。 →現段階では、容量50kWを超える高圧接続については難しいと判断。（私見）
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テーマ２：発電と発熱の利用検討可能性

（発電→送電線を使わない検討）



送電線を使わない具体例 鹿児島県日置市の事例①
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テーマ２

https://www.hiokienergy.jp/energy/ より引用

●コンパクトグリッドとは・・・複数の施設を自営線（電線）で繋いで電気を効率よく利用する仕組み。
蓄電池等と組み合わせて、周辺の施設へまとめて供給が可能。

https://www.hiokienergy.jp/energy/


テーマ２ 送電線を使わない具体例 鹿児島県日置市の事例②
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https://www.hiokienergy.jp/energy/ より引用

●福祉施設エリアでも行われている。
行政エリアとも、太陽光パネル等を活用しているものの、ごみ処理施設から出る発電所でも連系をせず自営線を引くモデルは検討が可能。

https://www.hiokienergy.jp/energy/


発電自家消費モデル 2021年4月5日付 日本経済新聞記事
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テーマ２



テーマ２ まちづくりへの応用 発電具体例－愛媛県西条市糸プロジェクト
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http://ito-pj.town/ より引用

●糸プロジェクトとは・・・？ 日本一おいしい水が湧き出る水の都：愛媛県西条市で「建築」、「エネルギー」、「食」、「テクノロジー」、「グリーンインフ
ラ」をキーワードに、ホテルやマルシェなどの「商業ゾーン」と戸建住宅による「住宅ゾーン」で構成される本物志向の上質な街づくり構想『糸プロジェ
クト』がスタート。発電について、72時間防災＆実証実験がスタート中。

http://ito-pj.town/


テーマ２ まちづくりへの応用 熱具体例－岩手県紫波町オガール

14

http://ogal.jp/ より引用

●オガールプロジェクトとは・・・？ 岩手県紫波町にて行われている取り組み。農村と都市のいいとこ取りで「ゆとり」と「べんり」のいろいろを兼
ね備えているまち・オガール。いたるところで笑顔が交わされ、コミュニティやワクワクの種が生まれている。その瞬間は、まさにオガールマジック！
日々魅力が“おがり”続けるオガールをあなたも愉しんでみませんか。 －HPより引用－
※おがる＝「成長」を意味する紫波の方言。オガールの名前の由来にもなっている。楽しむや食す、暮らす、学ぶ等多様な活動が可能。

http://ogal.jp/


テーマ２ まちづくりへの応用 熱具体例－岩手県紫波町オガール
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http://shiwa-green.co.jp/indivisual/heat より引用

●熱利用については、熱供給専門の会社が設立され各施設へ供給を行っている。
役場の新庁舎をはじめ、住宅（57軒最大）、保育園 等々、暖房や冷房、給湯熱含め、供給を行う。燃料の地産地消の推進事例。

http://shiwa-green.co.jp/indivisual/heat


まとめ ごみ処理施設におけるエネルギー利用の検討可能性について
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テーマ１：発電した電気の連系可能性について

・単純なFIT（固定価格買取制度：長期にわたりkWあたりの固定価格で電力を買い取る制度）を活用した売電は飛騨エ

リア管内は今後の状況をウォッチしながら中長期的な検討が必要。私見だが難しいと判断。

（参考）FITであれば、売電価格の固定が可能（kWあたり17円/税別：20年）に対して、自営線利用の場

合には、相対で金額を決める必要有。ただ、託送供給手数料、再生可能エネルギー賦課金な

どはかからなく回収可能なモデルとなりつつある。但し発電所停止時の電源確保（従来型の買電）

については、託送基本料金等は発生する。

テーマ２：発電と発熱の利用検討可能性

①接続ができない場合の発電電力の活用方法（自家消費及び、自営線での活用検討）

－高山市のごみ処理施設周辺であれば、福祉施設、防災施設、（可能であれば）周辺住居

他関連施設へ直接的な売電についても検討可能。（自家消費後の余剰電力確認必須）

②発熱の利用検討方法

－発熱可能量の推計と需要先調査は必要であるが、すでに福祉施設等では利用の実績

があり検討が可能。余力分は周辺での追加利用者の募集等も検討できれば有効。


